
令和７年１１月１２日（水）
新潟県福祉保健部健康づくり支援課

新潟県の健康経営支援の取組について
～ にいがた健康経営推進企業登録制度 ～



登録企業は６分野のうち１つ以上取り組むことが必要

１ 喫煙・飲酒
健康リスクに関する啓発
卒煙教室
休肝日設定の推奨 など

２ 健（検）診
受診勧奨
受診のための休暇制度 など

３ 栄養・食生活
減塩、野菜摂取、朝食摂取の

呼びかけ
食堂でヘルシーメニューの提供

など

４ 身体活動・運動
運動教室、就業後のスポーツ

活動の推奨
地域でのスポーツイベント開催

など

５ 歯・口腔の健康
昼食後の歯磨き
歯の健康教室 など

６ こころの健康
メンタルヘルス講座
相談窓口の設置
リフレッシュ休暇制度 など

県内事業所の健康経営の取組を促進するためR1に開始
自らの健康課題を捉え、その解決に向けてまずは取り組み、
次第に取組（量・分野）を広げていくこと、
県民の健康寿命の延伸につなげることを目指しています。

新潟県における健康経営の制度



新潟県における健康経営の制度

手続き関係

「取組状況報告」の提出

登録等手続き

このバナーが目印です

「新規登録」「登録証の再発行」「登録内容の変更」
「登録の辞退」「取組状況報告」

◆ 通年で受付を行っています
◆ 「電子申請フォーム」から申請します

※ フォームは新潟県庁ホームページから入ることが出来ます

◆ 取組状況を年1回報告していただきます。
◆ 提 出 日 ：毎年10月末日までに提出※今年度は報告様式変更により１１月末まで受付中
◆ 提出方法： 「電子申請フォーム」による回答

インセンティブ
１ 登録企業に登録証・記念品を交付します

２ 優秀な取組を行う企業は県知事表彰を行います

７

ハローワークの求人票に記載することができます

５

県のホームページや公式X等で企業PRできます

６

建設工事入札参加資格の加点対象となります

３ ロゴマークを企業ホームページや名刺等に使用できます

４

県主催就活イベントへの参加選考時の優遇があります



計 割合
医療、福祉 182 7.8%
飲食、宿泊 34 1.5%
運輸 62 2.6%
卸・小売 415 17.7%
金融・保険 94 4.0%
建設 772 33.0%
製造 322 13.7%
サービス 229 9.8%
情報通信 42 1.8%
その他 190 8.1%

    1～49人 1695 72.4% 508 81.7%

  50～100人 280 12.0% 52 8.4%

101～300人 282 12.0% 42 6.8%

301～1000人 74 3.2% 19 3.1%

1001人～ 11 0.5% 1 0.2%

R7.10 R６年度

新潟県における健康経営の制度

にいがた健康経営推進企業の取組促進

《 R７取組 継続》
R7新

R
６

中小企業を中心とした登録推進
※連携協定企業（生命保険会社）による

企業への働きかけ

取組事例紹介
※テレビ、新聞等での紹介

健康経営マスター認定、表彰

＋

ラ
ン
ク
ア
ッ
プ

取組促進

○データに基づいた取組促進
・取組状況フィードバックシートの作成
・取組の評価の見える化

○産業保健、地域職域連携との協働
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R1.3末 R2.3末 R3.3末 R4.3末 R5.3末 R6.3末 R7.3末 R7.10末

にいがた健康経営推進企業登録事業所数

631

■業種別

■従業員数別



県内事業所

○取組状況フィードバックシートの提供（新）
取組状況報告書を数値化し、業種別・規模別のフィードバックシートを作成

○優良な取組に対する表彰(県知事表彰)
健康経営推進企業マスターのうち、優良な企業を表彰し、波及促進を図る。

○登録企業の取組事例紹介
他企業が取り組む上での参考となるよう、県ホームページやSNS等で紹介

○メルマガ配信
企業が健康経営に取り組むにあたって役立つ情報をメールでお届け
配信日⇒毎月第２、第４水曜日

○ランクアップ制度「にいがた健康経営推進企業マスター」
より多くの分野で幅広く取り組んでいる、従業員の健康に対して具体的な効果に

つながっている等、健康経営に積極的・効果的に取り組んでいる企業を認定
「にいがた健康経営推進企業マスター2025」 79企業 R7.1.30認定
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制度周知

インセンティブ

健康経営
リテラシーの向上

事業所の主体的な
取組の後押し

○県HP・各種広報媒体、連携協定企業（保険会社等）からのお知らせ
○普及啓発セミナー（表彰企業の事例発表等）の開催
○建設工事入札参加資格審査加点、建設工事総合評価落札方式加点
○ハローワーク求人票に「にいがた健康経営推進登録企業」の記載 など

ランクアップ

「健康経営マスター」を
年度ごとに認定

健康経営の取組推進に向けて様々な支援等をしています

新潟県における健康経営の制度



・新規登録時に健康経営ガイドブックを提供
・分野別啓発チラシ、取組チェックリストのデータ提供（県HP）
・登録企業の取組事例をホームページやSNSで紹介
・県独自のながら運動（全38種類）作成し登録企業向けに発信 等

健康経営マスター90企業の中から特に取組が顕著な企業に対し、
選考委員会により知事賞等を選定(R７.11.12本日開催）

表彰式の様子は新聞等メディアで広く紹介、企業の取組を広く周知
R７年度 知事賞 北陸保全工業㈱（新潟市） 奨励賞 ㈱越佐ロード（佐渡市）

特別賞 ㈱高舘組（上越市） 新潟綜合警備保障㈱（新潟市）
大島電気株式会社（十日町市）
㈱新宣（新潟市)

表彰

取組支援

▲啓発チラシ（一部）

ながら運動
「ち~とばっか動効果」

▲取組チェックリスト▲健康経営ガイドブック ▲取組事例紹介

新潟県における健康経営の制度

▼R6表彰



主催：日本健康会議／事務局：経済産業省 主催：新潟県 主催：新潟市
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健康経営の取り組みを行うにいがた健康経営宣言

全国健康保険協会新潟支部の加入事業所 健康保険組合、共済組合、国保組合等の
加入事業所

■健康経営宣言書の進呈
■けんこう職場おすすめプラン サポートキット進呈
（健康づくりメニュー、個人取り組みカードなど）

にいがた健康経営宣言にエン
トリーしていれば、ブロンズ
クラスに認定（要応募）

※「健康経営」はNPO法人健康経営研究会の登録商標です。

事業所の加入する保険者
と連携して健康づくりに
取り組むことが必要

※健康経営優良法人認定制度に申請する場合、加
入保険者と連携し取り組みを行うことが必要です。
詳しくは、加入保険者へお問い合わせください。

メリット メリット
メリット

健康経営優良法人として、経済産
業省のホームページに公表される

認定ロゴマークを、企業HPや報告
書、名刺等に使用しアピールでき
る

求職者や関係企業、金融機関など
から社会的な評価を受けられる

優良法人認定を受けた企業を経営
的な面で優遇するサービス（融資
の優遇制度、公共工事入札の際の
加点等）が受けられる

登録企業に登録証・記念品を交付され
る

優秀な取り組みを行う企業は県知事表
彰を受けられる

ロゴマークを企業ホームページや名刺
等に使用できる

県のホームページや公式X等で企業PR
できる

建設工事入札参加資格審査の加点対象
となる

ハローワークの求人票に記載ができる

健康経営優良法人認定制度 にいがた健康経営推進企業 健康経営認定制度

事業所の加入する保険
者の行う「健康宣言事
業」に参加することが

必要
取り組みを申請して登

録

中小規模法人部門大規模法人部門

にエントリー!

健康経営を推進する事業所を具体的な取り組みでサポートします。

■協会けんぽ新潟支部ホームページで公表
■健康経営優良法人認定制度の申請サポート
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優良な取り組みを行う企業は優秀
賞として表彰される

認定ロゴマークをホームページや
名刺等でアピールできる

建設工事入札参加資格審査の加点
対象となる

健康づくりに関する情報提供を受
けられる

健康づくりに関する健康講座の講
師派遣を受けられる

体組成計等の健康関連機器の貸出
を受けられる

求人情報に認定事業所である旨を
記載できる

市の物品等調達における優遇の対
象となる。

健康経営に関連する制度を活用しましょう！



42

「健康立県」の実現
を目指す新潟県庁とし
て、県内企業の健康経
営の推進にも寄与する
ため、知事の健康宣言
の下、率先して健康経
営に取り組みます。

令和７年３月10日に都道府県庁
で唯一「健康経営優良法人2025」
の認定を取得（有効期間：約１年）
健康経営優良法人認定制度

特に優良な健康経営を実践している法人を
「見える化」することで、従業員や求職者、
関係企業や金融機関などから社会的な評価を
受けることができる環境整備を目的として、
平成28年度に経済産業省が創設した制度
（日本健康会議が認定）

10月を「県庁健康経営推進月間」として、
職員が楽しみながら参加できるような
以下の取組を実施

新潟県庁でも健康経営






